
京都市立学校・幼稚園教職員の分限免職の基準等に関する要綱 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，京都市立学校及び幼稚園における教職員に対する分限免職の基準等

に関し，必要な事項を定めるものとする。 

２ この要綱に定めのない事項については，地方公務員法その他の関係法令の定めるとこ

ろによる。 

（対象教職員） 

第２条 この要綱の対象となる教職員は，次のいずれかの場合に該当する教職員をいう。 

 ⑴ 勤務実績不良又は教職員としての適格性を欠くと認められる場合 

 ⑵ 心身の故障のため，職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合 

 ⑶ 行方不明の場合 

（勤務実績不良又は教職員としての適格性を欠くと認められる場合） 

第３条 前条第１号に該当する教職員は，次に掲げる者とする。 

 ⑴ 過去１０年以内に懲戒処分を受けた者で，懲戒免職処分に至らない程度の非違行為

を繰り返したもの 

 ⑵ 長期にわたり若しくは繰り返し勤務を欠き，又は遅刻若しくは早退を繰り返すなど，

勤務時間中に無断で長時間又は頻繁に職場を離脱する者 

 ⑶ 職務の遂行に当たって，重大な失策を繰り返す者 

 ⑷ 職務の遂行や療養への専念等の服務遵守に当たって，管理職から度重なる注意又は

指導を受けたにもかかわらず，改善が見られない又は職務命令に従わない者 

 ⑸ 暴力的言動を行う，又は協調性に欠けるなどにより，管理職，他の教職員，保護者

等と繰り返しトラブルを生じさせる者 

 ⑹ 公租公課の滞納その他の公務外の非違行為について，是正を図るための指導を受け

たにもかかわらず改善が見られない者 

⑺ 人事評価に照らして，勤務実績不良と認められる者 

⑻ 教育公務員特例法第２５条に基づき，児童，生徒又は幼児に対する指導が不適切な

教諭等と認定された者 

 ⑼ 前各号に規定する行為以外の支障行動により，勤務実績不良又は教職員としての適

格性を欠くと認められる者 



   第２章 勤務実績不良又は教職員としての適格性を欠くと認められる教職員への     

       対応 

（管理職による実態把握及び校内における指導） 

第４条 校長，園長，副校長，教頭，副教頭（総合支援学校に限る。）及び事務長（以下「管

理職」という。）は，日常の継続的な観察により所属教職員の勤務状況の把握に努めなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する勤務状況の把握の結果，所属教職員が勤務実績不良又は教職員として

の適格性を欠くと考えるときは，校長（園長を含む。以下同じ。）は，当該教職員への指

導を行わなければならない。 

３ 前２項に規定する勤務状況の把握又は指導の際には，管理職が当該教職員の担当する

職務を観察する「勤務状況等の記録」（様式１）を用いるものとする。 

  ただし，前条第８号に掲げる者については，指導が不適切な教諭等に対する指導改善

研修等に関する規則（以下「規則」という。）に基づき作成した，指導改善研修に関する

記録等をもって，これに替える。 

４ 前３項にかかわらず，所属教職員が，前条第１号に掲げる教職員に該当すると認めら

れる場合には，校長は，非違行為の事実について調査を行い，調査終了後は，教職員の

非違行為に関する調査報告書（様式２）により，速やかに教育長に報告するものとする。 

（教育長への報告） 

第５条 前条第２項に規定する指導にもかかわらず，改善が期待しがたいと判断するとき

は，校長は，調書（様式３）を添えて教育長に報告するものとする。 

  ただし，第３条第８号に掲げる者については，規則第６条第２項に基づき行った報告

をもって，これに替える。 

２ 教育長は，校長から前項の規定による報告があったときは，当該教職員に対し，「勤務

実績不良又は教職員としての適格性を欠く」か否か等を判断するため，当該教職員に係

る必要な資料の提出を校長に求めることができる。 

（分限免職等の告知） 

第６条 教育長は，前条第１項に規定する報告があった場合において，関係教職員（当該

教職員を含む。）から事情聴取を行った後，「勤務実績不良又は教職員としての適格性を

欠く」と判断したときは，当該教職員に対して警告書（様式４）を交付することにより，

分限免職処分又は懲戒処分を行う場合がある旨を告知するものとする。 

２ 教育長は，前項の規定による事情聴取を教育長が指定する職員に行わせることができ

る。 

３ 本条第１項の規定による警告書による告知を行った場合には，当該教職員に弁明の機

会を与えるものとする。 



４ 前項の規定による弁明は，教育長に対して，警告書の交付を受けた日の翌日から起算

して１４日以内に，校長を通じて文書（様式５）により行うことができる。 

５ 校長は，警告書交付後，当該教職員の「勤務実績不良又は教職員としての適格性を欠

く」状態が改善されたかどうかについて，継続して観察し，指導するものとする。 

（警告書交付後の教育長への報告） 

第７条 校長は，前条第５項に規定する観察及び指導の結果，当該教職員の状況に改善が

見られないと認める場合には，その旨を教育長に報告するものとする。（意見聴取） 

第８条 教育長は，第４条第４項及び前条の規定による報告があった場合には，必要な調

査を行い，分限免職が相当であると判断するときは，当該教職員に対する措置について，

第１１条に規定する委員会に諮るものとする。 

（分限免職等の手続） 

第９条 教育長は，第１１条に規定する委員会が免職処分が相当であると判定した場合に

は，分限免職の手続を開始するものとする。 

第１０条 給食調理員及び管理用務員が第３条第７号に該当する場合の取扱いについては，

前６条に関わらず，市長の事務部局に属する職員の例に準じて別に定める。 

第３章 京都市教職員資質等判定委員会 

(設置) 

第１１条 京都市職員の分限に関する条例（以下「条例」という。）第９条に規定する委

員会として，京都市教職員資質等判定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は，第２条第１号に該当する職員に対する措置に関して，教育長の諮問に応じ，

必要な事項の調査，審議及び判定を行う。 

（構成） 

第１２条 委員会は，委員１０名以内をもって構成する。 

２ 委員は，教育学，医学，心理学その他の児童等に対する指導に関する専門的知識を有

する者，本市の区域内に住所を有する保護者（親権を行う者及び未成年後見人をいう。）

並びに教育委員会事務局及び教育機関（学校を含む。）の関係職員とする。 

（委員長） 

第１３条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は，教育委員会事務局総務部長をもって充てる。 

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

４ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代理する。 

（委員会の招集及び議事） 

第１４条 委員会は，委員長が招集する。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 



３ 委員会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。ただし，委

員を招集することが困難な場合又は軽微な案件と委員長が判断した場合は，書面による持

ち回りにより，会議の開催に代えることができる。 

４ 委員会の議事は，全会一致を原則とする。 

５ 委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳述，説明そ

の他必要な協力を求めることができる。 

（委員の任期） 

第１５条 条例第１１条第１項に規定する期間は，委嘱の日から翌年度の末日まで 

 とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（庶務） 

第１６条 委員会の庶務は，教育委員会事務局総務部教職員人事課において行う。 

（委員会に関する補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が定

める。第４章 心身の故障のため，職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合

の対応 

（心身の故障のため，職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合） 

第１８条 第２条第２号に該当する教職員は，次に掲げる者とする。 

 ⑴ ３年間の休職期間（前後の休職期間が通算される場合を含む。）を経ても，病状が回

復せず，今後も職務遂行に堪えないと考えられる者 

 ⑵ ５年間に病気休務又は休職を繰り返し，それらの期間（病気休務の期間については，

２１日につき１月と換算する。）が通算３年を超え，そのような状態が今後も継続し，

職務遂行に堪えないと考えられる者 

 ⑶ その他，病気休務又は休職から復帰後，短期間のうちに病気休務を取得することが

繰り返されるなど，長期間にわたって断続的に病気休務を取得し，そのような状態が

今後も継続し，職務遂行に堪えないと考えられる者 

 ⑷ 第３条第２号から第９号までに規定する行為が心身の故障によるものと疑われる者 

（指定医への受診命令等） 

第１９条 校長は，前条各号に該当すると認められる教職員に対して，受診命令書（様式

６）を交付することにより，教育長が指定する医師（以下「指定医」という。）２名への

受診を命ずる。 

２ 前条第１号から第３号までに該当する教職員が，指定医２名から「更に長期の療養又

は休養を要する」又は「療養又は休養によっても治癒し難い心身の故障がある」との診

断がなされた場合は，分限免職とする。 



３ 前条第１号から第３号までに該当する教職員が，指定医２名から「更に長期の療養又

は休養を要する」又は「療養又は休養によっても治癒し難い心身の故障がある」との診

断がなされず，職場復帰をした後，１年以内に病気休務が必要となった場合は，原則と

して，分限免職とする。 

４ 前条第４号に該当する教職員が，指定医２名から心身の故障があり，療養に専念する

必要があると診断された場合は，校長は当該教職員に対して療養に専念する旨を命ずる。 

５ 前条第４号に該当する教職員が，指定医２名から心身の故障があり，療養に専念する

必要があると診断されなかった場合は，第３条第２号から第９号までに掲げる教職員と

みなす。 

６ 第１項の規定による受診命令又は第４項の規定による療養命令に従わない教職員は，

第３条第４号に掲げる教職員とみなす。 

第５章 行方不明の場合の対応 

（教育長への報告） 

第２０条 校長は，教職員の行方不明の事実が判明した場合，速やかに教育長に報告する

ものとする。 

（措置決定） 

第２１条 教職員が行方不明となった後，正規の勤務日において２１日を経過しても行方

が判明しない場合は，職場への復帰が見込まれないものと推定し，原則として，当該教

職員を分限免職とする。 

２ 前項の処分については，辞令及び処分説明書を当該職員の親族に送付するとともに，

処分の内容を市役所及び区役所の掲示場に掲示することにより行う。 

第６章 雑則 

（委任） 

第２２条 この要綱の施行に関し必要な事項は，別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２０年３月１日から施行する。ただし，第１０条第２号における病

気休暇及び休職の期間の計算については，施行日以後に取得した病気休暇及び休職の期

間を対象とする。 

（関係要綱の廃止） 

２ 勤務実績不良又は教職員としての適格性を欠く教職員に対する指導等に関する要綱は

廃止する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２０年５月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は，平成２０年１１月１８日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１８条第２号における病気休務の期間の計算にあたっては，平成２９年３月３１日

において，職員の給与等に関する条例又は京都市教職員の給与等に関する条例の適用を

受けていた職員が職員の給与，勤務時間等に関する規則又は京都市教職員の給与等に関

する条例施行規則の規定による病気休暇の承認を受けていた期間のうち，正規の勤務日

であった期間を病気休務の日数として計算するものとする。 

（関係要綱の廃止） 

３ 教職員資質等判定委員会設置要綱は，廃止する。 


